






































































































































































































































































     
○市長の予算編成権の侵害ではないか (A)
























































































































































図表 3　市川市 2004 年 12 月議会における市民活動団体支援制度に関する主な質問と答弁の要旨整理表







































































































図表 3　市川市 2004 年 12 月議会における市民活動団体支援制度に関する主な質問と答弁の要旨整理表



























































































































































































































図表 5　市川市 2004 年 12 月議会における市民活動団体支援制度に関する反対討論と賛成討論の要旨
出所：前掲『平成 16 年 12 月　市川市議会定例会会議録』をもとに作成
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図表 5　市川市 2004 年 12 月議会における市民活動団体支援制度に関する反対討論と賛成討論の要旨


























































































・ 市川市（2004）『平成 16年 9月　市川市議会定例会会議録』市川市。































・ 松原明（2005）「市川市１％条例は日本の寄附文化を変えるか」『非営利法人』通巻 726号 2005年 8月、全
国公益法人協会。
・ 水越伸・ＮＨＫスペシャル「変革の世紀」プロジェクト（2002）『ＮＨＫスペシャル変革の世紀Ⅰ　市民・
組織・英知』日本放送出版協会。
・ 水越伸・ＮＨＫスペシャル「変革の世紀」プロジェクト（2003）『ＮＨＫスペシャル変革の世紀Ⅱ　インタ
ーネット時代を生きる』日本放送出版協会。
・ 中山正義（2010）「日本版『タックス・チェックオフ制度』に関する研究 －地方税における『使途選択納税
制度』を踏まえて－」立教大学大学院 21世紀社会デザイン研究科提出修士論文。
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・ 中山正義（2012）｢ 地方自治体におけるパーセント条例の検討過程に関する考察─東京都足立区の事例を中
心に─ ｣『法政大学大学院紀要』第 68号、法政大学大学院。
・本間義人（2007）『地域再生の条件』岩波書店。
・ 横川剛毅（2005）「市民活動団体支援制度研究～障害関係団体への効果と啓発への有用性～」『和泉短期大学
研究紀要』第 26号、和泉短期大学。
参考URL
・ 市川市ウェブサイト　www.city.ichikawa.lg.jp/pla06/1111000025.html
　法政大学大学院紀要第 68号訂正について
法政大学大学院紀要第 68号（2012年 3月発行）に誤りがございましたので、以下のとおり訂正願います。
71頁
（誤）
「所得税 1％法（特定部分の個人所得の使途に関する法律）」
　↓
（正）
「所得税 1％法（特定部分の個人所得税の使途に関する法律）」
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